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告 示 (第48号－第62号)

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

(中小企業振興課) １

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

(中小企業振興課) ２

○大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定に基づく変更の届出

(中小企業振興課) ２

○福岡県の海洋生物資源の保存及び管理に関する計画の全部変更

(漁業管理課) ２

○道路の区域の変更 (道路維持課) ５

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

(中小企業振興課) ６

○大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定に基づく変更の届出

(中小企業振興課) ６

○福岡県領収証紙売りさばき人の指定事項の変更 (会計管理局会計課) ７

○福岡県領収証紙売りさばき人の指定 (会計管理局会計課) ７

○解除予定保安林の所在場所等 (森林保全課) ８

○解除予定保安林の所在場所等 (森林保全課) ８

○大規模小売店舗立地法第６条第２項の規定に基づく変更の届出

(中小企業振興課) ８

○平成21年度一般会計補正予算及び特別会計補正予算 (財 政 課) ９

○特定非営利活動法人設立の認証申請 (社会活動推進課) 25

公 告

○指定管理者の指定 (県民文化スポーツ課) 25

○指定管理者の指定 (公園街路課) 25

選挙管理委員会

○海区漁業調整委員会委員の解職を請求する場合の各海区における選

挙権を有する者の総数の３分の１の数 (市町村支援課) 25

公安委員会

○情報公開窓口設置規程及び個人情報保護窓口設置規程の一部を改正

する告示 (警察本部警務課) 26

○交番等の設置に関する規則の一部を改正する規則 (警察本部警務課) 26

○交番等の設置に関する規則及び福岡県道路交通法施行細則の一部を

改正する規則 (警察本部警務課) 26

○駐車監視員資格者講習の実施 (警察本部駐車対策課) 27

○警備員等の検定等に関する規則第２条の表の５の項の上欄の規定に

より福岡県公安委員会が必要と認める交通誘導警備業務の一部改正

(警察本部警務課) 28

再 掲

○副知事の担当区分 (人 事 課) 28

福岡県告示第48号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第６条第１項の

規定による届出について､ 法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を､ 同条第３項の規定により次のとおり公告する｡

なお､ 当該意見は､ この公告の日から１月間､ 福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地
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� 名 称 サニー光が丘店

� 所在地 福岡県筑紫野市光が丘四丁目１番１号

２ 法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

意見なし

福岡県告示第49号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第６条第１項の

規定による届出について､ 法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を､ 同条第３項の規定により次のとおり公告する｡

なお､ 当該意見は､ この公告の日から１月間､ 福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

� 名 称 筑紫野ベレッサ

� 所在地 福岡県筑紫野市美しが丘南一丁目12番地の１

２ 法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

意見なし

福岡県告示第50号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定に基づき､ 同法第

５条第１項の規定による届出があった大規模小売店舗について､ 変更の届出があったの

で､ 同法第６条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次のとおり公告

する｡

なお､ 当該届出及び添付書類は､ この公告の日から４月間､ 福岡県商工部中小企業振

興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 届出年月日

平成21年12月22日

２ 大規模小売店舗の名称及び所在地

� 名 称 ザ・モール春日

� 所在地 福岡県春日市春日５丁目17番地

３ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並び法人にあっては代表者の氏名

福岡県告示第51号

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律 (平成８年法律第77号) 第４条第７項の規

定に基づき､ 平成21年12月21日付けで福岡県の海洋生物資源の保存及び管理に関する計

画 (平成21年１月福岡県告示第41号) の全部を次のように変更したので､ 同条第10項に

おいて準用する同条第5項の規定に基づき公表する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県の海洋生物資源の保存及び管理に関する計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

� 本県の水産業は､ 平成19年の漁業総生産量は10万５千トン (全国16位) ､ 漁業総

生産額は約380億円の漁獲実績を上げている｡ また､ 水産物加工業の生産も盛んで

あり､ 特に沿岸域においては水産業は中核的な産業となっている｡

このように水産業は､ 本県の均衡ある発展を図るためにも極めて重要な産業であ

り､ 今後とも水産業の発展を図っていくため､ 海洋生物資源を適切に管理し､ 合理

的に利用していくことが必要である｡

� 本県海域は､ 対馬暖流の影響を受ける外海性の筑前海､ 干満差が大きく河川の影

響を受ける内湾性の有明海､ 干満差が大きく伊予灘や関門海峡から外海水の影響を

受ける内海性の豊前海からなり､ 多種類の魚介類が生息し､ 我が国有数の漁場を形

成している｡
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 変 更 前 変 更 後

株式会社エスシーシー
代表取締役 大橋 哲彦

合同会社エスシーシー
代表社員 合同会社西友
職務執行者 青木 岳彦
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しかしながら､ 我が国周辺水域における海洋生物資源の多くが低水準､ 減少傾向

にあり､ 本県海域における海洋生物資源も低水準､ 減少傾向にあるものが多くなっ

てきている｡

今後ともこのような状況が継続すれば県民､ 国民のニーズへの的確な対応のみな

らず､ 地域経済の発展への重大な支障となるおそれがある｡

� このようなことから､ 県としては従来から漁業の管理､ 資源管理型漁業の推進等

､ 種々の保存管理措置を講じてきたところであり､ この結果､ 地先資源を主体とし

て多くの成果を得たところであるが､ さらに海洋生物資源の適切な保存及び管理を

図るため､ 国が定めた基本計画により決定された第１種海洋生物資源についての漁

獲可能量の福岡県数量について適切な管理措置を講じることとする｡

また､ 資源が低位または悪化の傾向にある海洋生物資源については当該資源を回

復させるために必要な措置を内容とする資源回復計画を作成し､ 国が定めた基本計

画により決定された第２種海洋生物資源種の漁獲努力可能量の福岡県数量について

適切な管理措置を講じることとする｡

� 漁獲可能量及び漁獲努力可能量制度を適切に管理し､ 必要に応じて漁業者等の指

導または採捕の数量の公表等実行措置を講じるため､ 第１種特定海洋生物資源及び

第２種特定海洋生物資源に係る採捕実績及び資源回復計画の作成状況の的確な把握

に努めることとする｡

� また､ 漁獲可能量及び漁獲努力可能量について本県に定められた数量に係る管理

を適切に行っていくためには､ これら海洋生物資源の分布､ 回遊状況､ 資源の内容

､ 当該資源を取り巻く環境等について､ より詳細な科学的データ又は知見が必要で

ある｡

当該データの蓄積又は知見の進展を図るため､ 福岡県水産海洋技術センターを中

心とし､ 国又は関係県との連携のもと､ 資源調査体制の充実強化を図ることとする

｡ また､ 資源管理の充実を図るため､ 必要に応じて漁業管理措置の強化を図るこ

ととする｡

� 特定海洋生物資源以外の海洋生物資源についても､ 資源の維持・存続を図り､ 今

後とも安定的な漁業生産を継続するため､ より一層資源管理型漁業を推進していく

こととする｡

� 海洋生物資源の適切な保存及び管理を図るため､ 協定制度の活用等により引き続

き漁業者等による自主的な資源管理を推進する｡

２ 第１種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量について本県に定められた数量に関する

事項

� 第１種特定海洋生物資源ごとの平成21年の知事管理量は次表のとおりである｡

� 第１種特定海洋生物資源ごとの平成22年の知事管理量は次表のとおりである｡

(注１) まさば及びごまさばについては､ 管理の対象となる期間が開始する前までに

設定する｡

３ 第１種特定海洋生物資源の知事管理量について､ 海洋生物資源の採捕の種類別､ 海

域別又は期間別の数量に関する事項

第１種特定海洋生物資源の平成21年及び平成22年の知事管理量のうち､ 採捕の種類

別に定める数量は次表のとおりとする｡ なお､ 海域別及び期間別数量は定めない｡

また､ 過去の漁獲実績があるものの､ 資源に対する圧力が小さいと認められる漁業

種類については､ ｢若干｣ とする｡

さらに､ 資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認められる漁業種類につ

いては､ 数量を明示しないこととする｡

�

�

�

�

�

�
�
�

�

�

�
�
�

�

�
�

	


�


�

 平 成 21 年

第１種特定海洋生物資源 管理の対象となる期間 数 量

まあじ 平成21年１月～12月 若干

まいわし 平成21年１月～12月 若干

まさば及びごまさば 平成21年７月～平成22年６月 若干

するめいか 平成21年１月～12月 若干

平 成 22 年

第１種特定海洋生物資源 管理の対象となる期間 数 量

まあじ 平成22年１月～12月 若干

まいわし 平成22年１月～12月 若干

まさば及びごまさば 平成22年７月～平成23年６月 (注１)

するめいか 平成22年１月～12月 若干
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４ 第1種特定海洋生物資源知事管理量に関し実施すべき施策に関する事項

【まあじ】

現状の漁獲努力量を増加させることがないよう､ 原則として許可隻数は現状どお

りとするとともに､ 許可方針に基づいて操業することとし､ この結果､ 漁獲実績が

前年程度となるように努めるものとする｡

中型まき網漁業については､ 漁業者による自主的な漁獲可能量の管理を推進する

ため､ 必要に応じて協定制度等の普及・定着を図ることとする｡

【まいわし】

現状の漁獲努力量を増加させることがないよう､ 許可隻数は現状どおりとすると

ともに､ 許可方針に基づいて操業することとし､ この結果､ 漁獲実績が前年程度と

なるように努めるものとする｡

【まさば及びごまさば】

現状の漁獲努力量を増加させることがないよう､ 許可隻数は現状どおりとすると

ともに､ 許可方針に基づいて操業することとし､ この結果､ 漁獲実績が前年程度と

なるように努めるものとする｡

【するめいか】

混獲されるするめいかについては､ 漁獲量の把握を行い､ その推移に注意を払う

ものとする｡

５ 第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量について本県に定められた数量に関する

事項

� 平成21年から始まる期間の第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲努力可能量のうち

､ 本県に定められた量並びに対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は次表のと

おりである｡

さわら流し網漁業とは海洋生物資源の保存及び管理に関する法律施行規則 (平成

８年農林水産省令第31号) 第１条第５号に規定するさわら流し網漁業をいう｡

小型機船底びき網漁業とは海洋生物資源の保存及び管理に関する法律施行規則 (

平成８年農林水産省令第31号) 第１条第２項に規定する小型機船底びき網漁業をい

う｡

� 平成22年から始まる期間の第２種特定海洋生物資源ごとの漁獲努力可能量のうち

､ 本県に定められた量並びに対象となる採捕の種類に係る海域及び期間は次表のと

おりである｡

さわら流し網漁業とは海洋生物資源の保存及び管理に関する法律施行規則 (平成

８年農林水産省令第31号) 第１条第５号に規定するさわら流し網漁業をいう｡

小型機船底びき網漁業とは海洋生物資源の保存及び管理に関する法律施行規則 (

平成８年農林水産省令第31号) 第１条第２項に規定する小型機船底びき網漁業をい
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平 成 21 年

第１種特定海洋生物資源 採捕の種類 数 量

まあじ
中型まき網漁業 若干

敷網漁業 若干

平 成 22 年

第１種特定海洋生物資源 採捕の種類 数 量

まあじ
中型まき網漁業 若干

敷網漁業 若干

第２種特定海
洋生物資源

採捕の種類 海域 期 間
漁獲努力量
(隻日)

さわら さわら流し網漁業 瀬戸内海
平成21年９月１日から
平成21年12月31日まで

1,440

まこがれい

小型機船底びき網
漁業 (うち手繰第
２種漁業及び手繰
第３種漁業)

周防灘
平成21年１月１日から
平成21年２月10日まで

2,130

第２種特定海
洋生物資源

採捕の種類 海域 期 間
漁獲努力量
(隻日)

さわら さわら流し網漁業 瀬戸内海
平成22年９月１日から
平成22年12月31日まで

1,440

まこがれい

小型機船底びき網
漁業 (うち手繰第
２種漁業及び手繰
第３種漁業)

周防灘
平成22年１月１日から
平成22年２月10日まで

2,130

�



う｡

６ 第２種特定海洋生物資源ごとの知事管理努力量について､ 採捕の種類別に定める量

に関する事項

� 平成21年から始まる期間の第２種特定海洋生物資源ごとの知事管理努力量並びに

対象となる採捕の種類に係る海域､ 期間及び数量は次表のとおりとする｡

� 平成22年から始まる期間の第２種特定海洋生物資源ごとの知事管理努力量並びに

対象となる採捕の種類に係る海域､ 期間及び数量は次表のとおりとする｡

７ 第２種特定海洋生物資源知事管理努力量に関して実施すべき施策に関する事項

【さわら】

豊前海のさわら資源の回復を図るために､ 国が作成した ｢サワラ瀬戸内海系群資

源回復計画｣ の着実な実施を本県として推進するとともに､ 瀬戸内海広域漁業調整

委員会指示による操業制限等により操業することとする｡

知事管理努力量に係る知事への漁獲努力量等の報告に係る迅速な報告の体制の整

備を進めることとする｡

【まこがれい】

豊前海のまこがれい資源の回復を図るために､ 国が作成した ｢周防灘小型機船底

びき網漁業対象種 (カレイ類､ ヒラメ､ クルマエビ､ シャコ､ ガザミ) 資源回復計

画｣ の着実な実施を本県として推進する｡

知事管理努力量に係る知事への漁獲努力量等の報告に係る迅速な報告の体制の整

備を進めることとする｡

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するために､ より詳細かつ正確な資

源状況の把握が必要であることから､ 漁獲情報を的確に把握するとともに､ 資源に

関する調査・研究の充実強化を更に進めることとする｡

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため､ 小型魚や産卵親魚の保護等に向け

た取組を進めることとする｡

福岡県告示第52号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第１項の規定に基づき､ 次のように道路の区

域を変更する｡

その関係図面は､ この告示の日から２週間､ 関係土木事務所において一般の縦覧に供

する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡
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 第２種特定海

洋生物資源
採捕の種類 海域 期 間

漁獲努力量
(隻日)

さわら
さし網漁業のうち
さわら流しさし網
漁業

豊前海
平成21年９月１日から
平成21年12月31日まで

1,440

まこがれい

小型機船底びき網
漁業のうち手繰第
２種えびこぎ網漁
業及び第３種けた
網漁業

周防灘
平成21年１月１日から
平成21年２月10日まで

2,130

第２種特定海
洋生物資源

採捕の種類 海域 期 間
漁獲努力量
(隻日)

さわら
さし網漁業のうち
さわら流しさし網
漁業

豊前海
平成22年９月１日から
平成22年12月31日まで

1,440

まこがれい

小型機船底びき網
漁業のうち手繰第
２種えびこぎ網漁
業及び第３種けた
網漁業

周防灘
平成22年１月１日から
平成22年２月10日まで

2,130

県土整備
事務所名

道路の
種 類

路線名
変 更
前後別

区 間
幅 員
(メートル)

延 長
(メートル)

前

行橋市大字上検地355番
１先から
同市大字下検地171番１
先まで

7.6
～
13.0

247.0

�



福岡県告示第54号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第５条第１項の

規定による届出について､ 法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概

要を､ 同条第３項の規定により次のとおり公告する｡

なお､ 当該意見は､ この公告の日から１月間､ 福岡県商工部中小企業振興課及び福岡

中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

� 名 称 スーパーセンタートライアル宗像店

� 所在地 福岡県宗像市稲元２丁目361番地 外

２ 法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

� 駐車需要の充足等交通に係る事項

ア 周辺道路への違法駐車が懸念されるためその対策をお願いします｡

イ 周辺道路の渋滞が懸念されるためガードマン等の配置をお願いします｡

� 歩行者の通行の利便の確保等

ア 児童生徒の通学にご注意ください｡

イ 県道ではあるが､ 歩道の段差を極力なくしてください｡ また､ 歩行者の安全確

保をお願いします｡

� 廃棄物減量化及びリサイクルについての配慮

ア 事業活動に伴って生じた廃棄物は自己処理責任に基づき適正に処理してくださ

い｡

イ ごみ減量及びリサイクルに努めてください｡

� 防災・防犯対策への協力

ア 駐車場等死角ができないよう街灯等の設置､ 防犯対策を充分に行ってください

｡

イ 災害時における物資の応援供給をお願いします｡

� 騒音の発生に係る事項

駐車車両及び納入中の車両エンジンをかけっぱなしにしないでください｡

� 廃棄物に係る事項等

来客による周辺地域へのごみのポイ捨てが予想されるため､ ごみの拡散防止・収

集対策を事業者の責任において行ってください｡

� 街並みづくり等への配慮等

開発区域内の緑化に努めてください｡

� その他

意見なし

福岡県告示第55号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定に基づき､ 同法第

５条第１項の規定による届出があった大規模小売店舗について､ 変更の届出があったの

で､ 同法第６条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次のとおり公告

する｡

なお､ 当該届出及び添付書類は､ この公告の日から４月間､ 福岡県商工部中小企業振

興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 届出年月日

平成21年12月25日

２ 大規模小売店舗の名称及び所在地

� 名 称 トリアス久山ウエストゾーン (１)

� 所在地 福岡県糟屋郡久山町大字山田1240番11 外
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京 築 県 道
天生田

線
吉 国 後 同上

10.0
～
16.4

247.0

後 同上
10.0
～
17.0

260.0

�



３ 大規模小売店舗を設置する者の名称及び住所並び法人にあっては代表者の氏名

福岡県告示第56号

次のように福岡県領収証紙の売りさばき人の指定事項を変更したので告示する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第57号

福岡県領収証紙条例 (昭和39年福岡県条例第48号) 第３条第１項の規定に基づき､ 次

のように福岡県領収証紙の売りさばき人を指定したので､ 同条第２項の規定により告示

する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡
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変 更 前 変 更 後

中央三井信託銀行株式会社
取締役社長 田辺 和夫

中央三井信託銀行株式会社
支配人 杉本 公仁

売りさ
ばき人
証番号

売りさばき人の
住所及び氏名

売りさばき所 変更年月日

新

１

福岡市博多区吉塚本町13
番55号 博多サンヒルズ
ホテル２階
財団法人 福岡県警友会

福岡市南区花畑４－７－１ 福岡
自動車運転免許試験場内
ほか37箇所
(今回廃止した売りさばき所)
○�福岡県警友会飯塚支部
飯塚市柏の森159－33
○�福岡県警友会直方支部
直方市殿町５－31
○�福岡県警友会飯塚支部
嘉麻市鴨生530
○�福岡県警友会上嘉穂支部
嘉麻市大隈町418－３
○�福岡県警友会田川支部
田川郡添田町大字庄1074－２
○�福岡県警友会田川支部
田川郡川�町大字川�1709－１
○�福岡県警友会宮若支部
宮若市宮田20－２
○�福岡県警友会田川支部
田川市大字奈良2060－23
○�福岡県警友会上嘉穂支部
嘉麻市上山田422－１

平成21年
12月31日

旧
福岡市南区花畑４－７－１ 福岡
自動車運転免許試験場内
ほか46箇所

売りさばき
人証番号

売りさばき人の
住所及び氏名

売りさばき所 指定年月日

162

直方市殿町５番31号
直方警察署内直方地区交通安
全協会
会長 吉永 勉

直方市殿町５番31号
直方警察署内

平成22年１月
１日

163

宮若市宮田20番地２
宮若交通会館内宮若交通安全
協会
会長 堀 秀時

宮若市宮田20番地２
宮若交通会館内

平成22年１月
１日

164

飯塚市柏の森159－33 飯塚
地区交通安全協会会館内
飯塚地区交通安全協会
会長 江藤雅之

飯塚市柏の森159－33
飯塚地区交通安全協会会館内

平成22年１月
１日

165
嘉麻市鴨生530
稲築庄内交通安全協会
会長 福田広海

嘉麻市鴨生530
平成22年１月
１日

166
嘉麻市大隈町418－３
嘉麻市交通安全協会
会長 明石 正

嘉麻市大隈町418－３
平成22年１月
１日

�



福岡県告示第58号

保安林の指定の解除をする予定であるので､ 森林法 (昭和26年法律第249号) 第30条

の２の規定により次のように告示する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 解除予定保安林の所在場所

京都郡みやこ町犀川下伊良原字高岳1525の１､ 1525の７・1526の２ (以上２筆につ

いて次の図に示す部分に限る｡ ) ､ 1526の３､ 1526の４

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地とするため

( ｢次の図｣ は､ 省略し､ その図面を福岡県農林水産部森林保全課及びみやこ町役場

に備え置いて縦覧に供する｡ )

福岡県告示第59号

保安林の指定の解除をする予定であるので､ 森林法 (昭和26年法律第249号) 第30条

の２の規定により次のように告示する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 解除予定保安林の所在場所

京都郡みやこ町犀川横瀬字堂ヶ迫670の10 (次の図に示す部分に限る｡ ) ､ 670の11

､ 671の３ (次の図に示す部分に限る｡ ) ､ 671の４､ 字西ノ原773の２､ 字コヤ子779

､ 780の２ (次の図に示す部分に限る｡ ) ､ 780の３､ 781の３､ 828の２､ 字一ノ坂855

の２ (次の図に示す部分に限る｡ ) ､ 855の３､ 879の３､ 893の16から893の18まで､

893の21､ 893の23､ 893の24

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地とするため

( ｢次の図｣ は､ 省略し､ その図面を福岡県農林水産部森林保全課及びみやこ町役場

に備え置いて縦覧に供する｡ )

福岡県告示第60号

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第２項の規定に基づき､ 同法第

５条第１項の規定による届出があった大規模小売店舗について､ 変更の届出があったの

で､ 同法第６条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次のとおり公告

する｡

なお､ 当該届出及び添付書類は､ この公告の日から４月間､ 福岡県商工部中小企業振

興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 届出年月日

平成21年12月25日

２ 大規模小売店舗の名称及び所在地

� 名 称 トリアス久山ウエストゾーン (１)

� 所在地 福岡県糟屋郡久山町大字山田1240番11 外
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167

田川市大字奈良2060－23 田
川交通会館内
田川交通安全協会
会長 江本竹乙

田川市大字奈良2060－23
田川交通会館内

平成22年１月
１日

168

田川郡添田町大字庄1074番地
２ 添田警察署内
添田大任地区交通安全協会
会長 中畑定美

田川郡添田町大字庄1074番地
２
添田警察署内

平成22年１月
１日

169

田川郡川崎町大字川崎1709－
１
川崎交通安全協会
会長 大久保正己

田川郡川崎町大字川崎1709－
１

平成22年１月
１日

�



３ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

� 駐輪場の位置及び収容台数

� 荷さばき施設の位置及び面積

� 廃棄物等の保管施設の位置及び容量

４ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻

� 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

福岡県告示第61号

平成21年度一般会計補正予算及び特別会計補正予算は､ 平成21年12月第14回福岡県議

会定例会において次のように議決されたので､ 地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第219

条第２項の規定により公表する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡
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変 更 前 変 更 後

駐輪場の位置 収容台数 (台) 駐輪場の位置 収容台数 (台)

福岡県糟屋郡久山町大字
山田1240番11 外

170
福岡県糟屋郡久山町大字
山田1240番11 外

234

変 更 前 変 更 後

荷さばき施設の位置
面積

(平方メートル)
荷さばき施設の位置

面積
(平方メートル)

福岡県糟屋郡久山町大字
山田1240番11 外

2,756.58
福岡県糟屋郡久山町大字
山田1240番11 外

2,965.63

変 更 前 変 更 後

廃棄物等の保管施設
の位置

容量
(立方メートル)

廃棄物等の保管施設
の位置

容量
(立方メートル)

福岡県糟屋郡久山町大字
山田1240番11 外

492.79
福岡県糟屋郡久山町大字
山田1240番11 外

500.79

小売業を行う者の
名称

変 更 前 変 更 後

開店時刻 閉店時刻 開店時刻 閉店時刻

コストコホールセール
ジャパン株式会社

午前10時 午後９時 午前10時 午後９時

株式会社ナフコ 午前８時 午後９時 午前８時 午後９時

株式会社アイ・ファミ
リーマート

24時間 24時間

他78社 午前10時 午後９時 午前10時 午後９時

前回変更店舗 午前６時 午前０時 午前６時 午前０時

今回変更店舗 － － 午前10時 午後９時

荷さばき施設の
位置

時 間 帯

変 更 前 変 更 後

Ｉ－２棟北西側 (新設
)

－ 午前８時30分から午後６時まで
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平成21年12月18日 議決
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平成21年12月18日 議決
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福岡県告示第62号

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第10条第１項の規定に基づき､ 特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので､ 同条第２項の規定により次のとおり公告す

る｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 申請のあった年月日

平成21年12月10日

２ 申請に係る特定非営利活動法人

� 名称

特定非営利活動法人柳川まちづくり樂校

� 代表者の氏名

西嶋 洋

� 主たる事務所の所在地

福岡県柳川市本町114番地２

� 定款に記載された目的

この法人は､ 柳川市民､ および来訪者に対して､ 人､ 文化､ 歴史､ 産業などをは

じめとした柳川の魅力を発掘・育成するまちづくり事業を行い､ 柳川の潜在的な価

値向上に寄与することを目的とする｡

公告

福岡県立ももち文化センター条例 (平成18年福岡県条例第45号) 第３条の規定に基づ

き､ 福岡県立ももち文化センターの指定管理者を指定したので､ 同条例第４条第３項の

規定により次のように公示する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

公告

福岡県都市公園条例 (昭和52年福岡県条例第12号) 第17条の２の規定に基づき､ 福岡

県営都市公園の指定管理者を指定したので､ 同条例第17条の３第３項の規定により次の

ように公示する｡

平成22年１月13日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県選挙管理委員会告示第10号

漁業法 (昭和24年法律第267号) 第99条第１項の規定に基づく海区漁業調整委員会委

員の解職を請求する場合の各海区における選挙権を有する者の総数の３分の１の数は､
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公 告

施 設 の 名 称
指 定 管 理 者

指定の期間
所 在 地 名 称

福岡県立ももち文化セ
ンター

広島市西区商工センタ
ー２丁目３番１号

株式会社イズミテクノ 平成22年４月１日
から平成27年３月
31日まで

施 設 の 名 称
指 定 管 理 者

指定の期間
所 在 地 名 称

福岡県営中央公園 北九州市小倉北区下到
津５丁目９番22号

岡�建工株式会社 平成22年４月１日
から平成25年３月
31日まで

福岡県営筑豊緑地 福岡市南区那の川１丁
目23番35号

九電工・カホスイミン
グ・九州林産グループ
(代表団体 株式会社
九電工)

平成22年４月１日
から平成25年３月
31日まで

福岡県営筑後広域公園 筑後市大字長浜2090番
地７

筑後広域公園振興事業
団 (代表団体 株式会
社AJ・コーポレーシ
ョン)

平成22年４月１日
から平成25年３月
31日まで

選挙管理委員会
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平成21年12月５日確定の海区漁業調整委員会選挙人名簿により､ 次のようになった｡

平成22年１月13日

福岡県選挙管理委員会委員長 藤 井 克 已

福岡県警察本部告示第１号

情報公開窓口設置規程及び個人情報保護窓口設置規程の一部を改正する告示を次のよ

うに定める｡

平成22年１月13日

福岡県警察本部長 田 中 法 昌

情報公開窓口設置規程及び個人情報保護窓口設置規程の一部を改正する告

示

(情報公開窓口設置規程の一部改正)

第１条 情報公開窓口設置規程 (平成14年６月福岡県警察本部告示第30号) の一部を次

のように改正する｡

第２条第２項の表黒木警察署情報公開窓口の項中 ｢八女郡黒木町大字桑原｣ を ｢八

女市黒木町桑原｣ に改める｡

(個人情報保護窓口設置規程の一部改正)

第２条 個人情報保護窓口設置規程 (平成18年３月福岡県警察本部告示第16号) の一部

を次のように改正する｡

第２条第２項の表黒木警察署個人情報保護窓口の項中 ｢八女郡黒木町大字桑原｣ を

｢八女市黒木町桑原｣ に改める｡

附 則

この告示は､ 平成22年２月１日から施行する｡

福岡県公安委員会規則第１号

交番等の設置に関する規則の一部を改正する規則を制定し､ ここに公布する｡

平成22年１月13日

福岡県公安委員会

交番等の設置に関する規則の一部を改正する規則

交番等の設置に関する規則 (平成15年福岡県公安委員会規則第８号) の一部を次のよ

うに改正する｡

別表第１福岡県宮若警察署の部若宮駐在所の項中 ｢福丸252番地２｣ を ｢金丸790番地

10｣ に改める｡

附 則

この規則は､ 公布の日から施行する｡

福岡県公安委員会規則第２号

交番等の設置に関する規則及び福岡県道路交通法施行細則の一部を改正する規則を制

定し､ ここに公布する｡

平成22年１月13日

福岡県公安委員会

交番等の設置に関する規則及び福岡県道路交通法施行細則の一部を改正す

る規則

(交番等の設置に関する規則の一部改正)

第１条 交番等の設置に関する規則 (平成15年福岡県公安委員会規則第８号) の一部を

次のように改正する｡

別表第１福岡県八女警察署の部光友駐在所､ 北山駐在所及び辺春駐在所の項中 ｢八

女郡立花町大字｣ を ｢八女市立花町｣ に改め､ 同表福岡県黒木警察署の部を次のよう

に改める｡
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海区名 選挙権を有する者の総数の３分の１の数

福岡県豊前海区 382

筑前海区 1,320

福岡県有明海区 959

公安委員会

福岡県黒木警察署 黒木交番 八女市黒木町本分1153番地６

横山駐在所 八女市上陽町上横山4479番地１
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(福岡県道路交通法施行細則の一部改正)

第２条 福岡県道路交通法施行細則 (昭和47年福岡県公安委員会規則第７号) の一部を

次のように改正する｡

別表第１一般国道の部３号の項中 ｢八女郡立花町大字上辺春｣ を ｢八女市立花町上

辺春｣ に改める｡

附 則

この規則は､ 平成22年２月１日から施行する｡

福岡県公安委員会告示第１号

道路交通法第51条の13第１項第１号イに規定する駐車監視員資格者講習を次のとおり

実施するので､ 確認事務の委託の手続等に関する規則 (平成16年国家公安委員会規則第

23号) 第６条の規定により公示する｡

平成22年１月13日

福岡県公安委員会

１ 駐車監視員資格者講習の期日､ 時間及び場所

講習は２日間の講義と１週間後の修了考査で行う｡

２ 申込み受付期間

平成22年１月20日 (水) から平成22年２月５日 (金) まで (福岡県の休日を定める

条例 (平成元年福岡県条例第23号) 第１条第１項に規定する県の休日を除く｡ ) の午

前９時00分から午後５時45分までの間

３ 申込み場所

福岡県警察本部交通部駐車対策課及び最寄りの福岡県内の警察署 (交番､ 駐在所等

の出先機関では受理しない｡ )

４ 申込みに必要な書類等

� 駐車監視員資格者講習受講申込書 １通 (上記申込み場所で交付)

� 写真 １枚 (６箇月以内に撮影した無帽､ 正面､ 上三分身､ 無背景､ 縦３㎝×横

2.4㎝)

５ 講習受講手数料

19,000円 (申込み時に福岡県領収証紙により納付)

６ 申込み要領等

� 受講申込みは､ 裏面に氏名及び撮影年月日を記入した写真を所定の位置に貼付し

､ 必要事項を記入した駐車監視員資格者講習受講申込書を持参のうえ､ 原則として

受講者本人が行うこと｡ ただし､ やむを得ない事情等により代理人が行う場合は､

受講者本人の委任状を持参すること｡

� 受講人員は60名であるので､ 申込み期間中であっても､ 定員に達したときは､ 申

込み受付を締め切る場合がある｡

� 申込み受付後､ 駐車対策課から受講者あてに駐車監視員資格者講習受講票を郵送

する｡

７ 留意事項

� 講習を受講して駐車監視員資格者講習修了証明書の交付を受けても､ 駐車監視員

資格者証の交付申請の際に､ 道路交通法第51条の13第１項第２号に規定する欠格事

由に該当する場合は､ 駐車監視員資格者証の交付を受けることはできない｡

� 上記�に規定する欠格事由

ア 18歳未満の者

イ 成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの

ウ 一定の刑に処せられ､ その執行を終わり､ 又は執行を受けることがなくなった

日から起算して２年を経過しない者や暴力団関係者､ アルコール中毒・覚せい剤
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星野駐在所 八女市星野村13080番地５

北川内駐在所 八女市上陽町北川内643番地１

大淵駐在所 八女市黒木町大淵4056番地２

矢部駐在所 八女市矢部村北矢部10511番地１

講 習 期 日 講 習 時 間 講 習 場 所

第

一

回

講

義

平成22年２月16日 (火) 及び
同年２月17日 (水) の２日間

午前９時00分

～

午後５時30分 福岡市博多区吉塚本町13番
55号
博多サンヒルズホテル修

了
考
査

平成22年２月23日 (火)
午前９時00分

～

午後０時30分
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中毒者などに該当する者等

� 駐車監視員資格者証を取得しても､ 確認事務の委託を受けた法人に属さない限り

､ 実際に駐車監視員としての活動を行うことはできない｡

８ その他

� 受講者は､ 講習期間中､ 筆記具及び駐車監視員資格者講習受講票を必ず持参する

こと｡

� 講習会場は､ 駐車場に限りがあることから､ 原則として自家用車による来場を禁

止する｡

� 講習の詳細については､ 福岡県警察本部交通部駐車対策課 (駐車管理第一係 (電

話092－641－4141内線5297) ) に問い合わせること｡

福岡県公安委員会告示第３号

警備員等の検定等に関する規則第２条の表の５の項の上欄の規定により福岡県公安委

員会が必要と認める交通誘導警備業務 (平成19年１月福岡県公安委員会告示第１号) の

一部を次のように改正し､ 平成22年２月１日から施行する｡

平成22年１月13日

福岡県公安委員会

表の県道の部八女香春線の項中 ｢､ 朝倉郡及び八女郡星野村｣ を ｢及び朝倉郡｣ に改

める｡

福岡県公告式条例 (昭和25年福岡県条例第46号) 第３条において準用する同条第２条

第２項ただし書の規定により掲示したものを､ ここに再掲する｡

福岡県告示第53号

副知事の担当区分を次のように定め､ この告示の日から施行する｡

副知事の担当区分 (平成21年４月福岡県告示第644号の３) は､ 廃止する｡

平成21年12月28日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 副知事山�建典の担当する事項

� 知事部局のうち､ 総務部 (私学学事振興局を除く｡ ) ､ 企画・地域振興部､ 保健

医療介護部､ 福祉労働部､ 農林水産部､ 県土整備部及び建築都市部に関する事項

� 選挙管理委員会に関する事項

� 監査委員に関する事項

� 収用委員会に関する事項

� 海区漁業調整委員会に関する事項

� 内水面漁場管理委員会に関する事項

２ 副知事海老井悦子の担当する事項

� 知事部局のうち､ 秘書室､ 総務部私学学事振興局､ 新社会推進部､ 環境部､ 商工

部及び会計管理局に関する事項

� 企業局に関する事項

� 教育委員会に関する事項

� 人事委員会に関する事項

� 公安委員会に関する事項

� 労働委員会に関する事項

３ 知事が特に指定する事項については､ 第１号及び第２号の定めにかかわらず､ 別に

担当を定めることがあるものとする｡

４ 第１号及び第２号に定める事項以外の事項については､ その都度知事が定める｡
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